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１．国民の幸福の原点

・国民の幸福の原点は健康であり、病に
苦しむ人がいれば、何としても助けたい
というのが医療人の願い。

・私たちの願いは、「必要とする医療が過
不足なく受けられる社会づくり」に尽きる。
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２．公的医療保険制度の現状と課題

・わが国の公的医療保険制度は、50年以上にわたり国民全

てが平等に医療を受けられる制度によって国民の健康を支
え、世界最長の平均寿命となり、医療の質や平等性という観
点から世界第一位の評価。

・わが国の医療費は、給付の重点化と効率化に取り組んでき
たことによって、非常に抑制的に運営（4頁参照）。

・わが国は、先進国で最も早く高齢化が進んでおり、健康と生
活を守るために欠かせない「医療」、「年金」、「福祉」、「介
護」、「生活保護」などの公的サービスの社会保障関係費は
年々増加。

社会保障の安定的な財源として、消費税その他の税収増
加の措置を具体化することが必要。

公益社団法人 日本医師会（2013年8月28日）
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*出所：OECD (2013), "OECD Health Data: Health care utilisation", OECD Health Statistics (database).

doi: 10.1787/data-00542-en,(Accessed on 26 Aug 2013）,日本における対GDP総医療費は1994年以前のデータなし。

ラベル中の割合は、対GDP総医療費。

高齢化率と対GDP総医療費（1960年～2012年）

日本は高齢化が進んでいるが対GDP総医療費の伸びは緩やかである。
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３．社会保障の安定財源としての消費税

・消費税率約１％分は社会保障の充実に充てられること
が決まっている。

・「一体改革」によって、国分の消費税収の使途は、年金、
医療、介護、少子化の四経費に拡充。

社会保障・税一体改革

・年 金
・医 療
・介 護
・少子化対策

現 行
（一般会計予算総則）

・年 金
・高齢者医療
・介 護

高齢者３経費
社会保障４経費
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*「社会保障・税一体改革関連 参考資料」第１回社会保障制度改革国民会議配布資料（2012年11月30日）より作成

社会保障の充実

社会保障の安定化

：今の社会保障制度
を守る

１％
程度

４％
程度

＋2.7兆円程度

＋10.8兆円程度

○ 子ども・子育て支援の充実

○ 医療・介護の充実

○ 年金制度の改善

0.7兆円程度

～1.6兆円弱程度

～0.6兆円程度

－高度急性期への医療資源の集中投入
（入院医療の強化）

－在宅医療・介護の充実
（病院・施設から地域、在宅へ） など

・貧困・格差対策の強化
（低所得者対策等）

上記のうち
～1.4兆円程度（再掲）

消費税率５％引上げ分の使途

消費税率5％引上げ分（13.5 兆円程度）のうち、
○ 約1％分（2.7 兆円程度） は社会保障の更なる充実
○ 約4％分（10.8 兆円程度）は社会保障の安定化 のための財源となる。

このように、消費税率引上げ分は、全額、社会保障財源化される。
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４．社会保障が持つ経済効果

・「医療は消費」と位置づける意見があるが、社会保障と経済
は相互作用の関係。

・経済発展が社会保障の財政基盤を支え、他方で社会保障
の発展が生産誘発効果や雇用誘発効果などを通じて日本
経済を底支え。

・医療の拡充による国民の健康水準の向上が経済成長と社
会の安定に寄与。

・国民が安心して老後を迎えられるようにするために、社会
保障と税の一体改革を成し遂げねばならない。

・老後が不安であるという思いを持つ多くの国民に、安心を
示すことは、経済成長を取り戻すための出発点。
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５．消費税率の引き上げと給付の重点化・効率化

・医療においては、充実強化を進めると同時に、引き続き、保険料
負担の公平化などによる財源の確保、そして給付の重点化と効
率化を進めていくことは当然。

・例えば、8月上旬に、日本医師会と四つの病院団体は、今後の医
療提供体制のあり方を合同で提言。

様々な病期に適時・適切に対応し、急性期、回復期、慢性期
を担う医療機関が役割分担と連携を行って、地域の実情と医
療ニーズに合わせた、柔軟な医療提供体制を構築するため
の具体的なビジョン。

・消費税率が引き上げられなければ、絵に描いた餅となりかねない。
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６．医療機関における消費税負担（１）

・消費税率の引き上げに関しては、歯科、薬局を含む
医療機関等の経営における大きな課題がある。医療
機関にとって、設備投資や費用にかかる消費税が大
きな負担。

・この問題は、地域医療を支えている医療機関の経営
に大きな影響を及ぼしている。

・税率の引き上げが延期されることが、医療機関の消
費税負担の問題の解決の先送りにつながるということ
になれば、地域医療機関の運営に支障をきたす。
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６．医療機関における消費税負担（２）

・税率を１％ずつ引き上げるという意見について

薬価を含む診療報酬の改定を、その都度行うとなれ
ば、そのための調査や検討、改定に伴う請求ソフトの
更新等が必要。

行政においても現場においても、大変大きな負担。

・こうした医療機関の事情についても、考慮いただきたい。
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７．まとめ

国民の命と健康を預かるものとしては、法の

定めに則り、消費税率を引き上げることを望む。

今回の消費税率の引き上げについて、日本

医師会をはじめ医療関係団体は、医療の充実

に充てられることと、医療機関の消費税負担

の問題が解決されることを前提としている。
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